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研究成果の概要（和文）：本研究では，自動車の購入から利用，買い替えや廃車の決定に至るまでの一連の自動車保有
・利用行動を表現できる世帯行動モデルを構築した．さらに構築した世帯行動モデルをサブモデルとして組み込んだCO
2管理施策立案モデルを定式化することによって，施策目標を達成可能，かつ総施策実施費用が最小，すなわち最適な
施策シナリオを，バックキャスティング・アプローチに基づいて導出する分析システムを開発した．

研究成果の概要（英文）：Effective politics are required to reduce the car CO2 emission. This study purpose
s to develop the dynamic approach for CO2 management policies including the investment, timing and its amo
unt choice of available policy measure, in order to meet the reduction target under the policy-cost minimi
zation standard. Our analysis is organized as follows. This study develops integrated model that simultane
ously analyze vehicle purchase, vehicle use, and duration of vehicle ownership behavior.The models are use
d as the sample generator of the target area. The optimization problem which designs the dynamic policy ty
pe and amount is formulated with the constrained condition about the reduction target, for the cost minimi
zation of policy implementation. Through empirical application of the proposed model system, the effective
ness of the simulation system is clarified.

研究分野：

科研費の分科・細目：

土木計画学・交通工学

キーワード： バックキャスティング　自動車保有利用行動　低公害車普及　動的計画法　集団意思決定

交通計画



様	
 式	
 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）	
 

１．研究開始当初の背景	
 
	
 地球環境問題への対策として,自家用車か
らの CO2や NOX等の排出量削減のために,自動
車利用の抑制や電気自動車などの低公害車
への転換が推進されている．需要密度が低い
地方都市で，公共交通機関の持続的成立が困
難なことをふまえると，現実的には環境負荷
の小さい低公害車への転換が必要であろう．
特に，電気自動車は走行時に二酸化炭素を排
出しないこと,および出力面ではガソリンを
燃料とする軽自動車に劣らない走行性能を
有していることなどから，その普及による排
出ガス削減効果が期待されている．しかし，
現在販売されている電気自動車は，ガソリン
自動車やハイブリッド自動車と比較して,航
続距離が短い，車両価格が高いなど，普及に
関する課題は多い．	
 
	
 電気自動車の普及による CO2 排出削減効果
を予測するためには，長期的な普及予測手法
が必要である．このための計画立案手法とし
て，既往研究ではフォアキャスティング・ア
プローチが用いられてきた．この方法は，温
室効果ガス削減施策を例にとると，分析者が
予め施策シナリオを設定し，それを施行した
場合の電気自動車の普及台数を予測する方
法である．最適な施策オプションは用意した
複数のシナリオから，政策目標の達成可能性
や費用効率性に配慮して選ばれる．しかし，
通常のフォアキャスティング・アプローチで
は，途中の施策実施シナリオを明示的に考慮
していない場合が多い．また実際には，複数
の施策手段間に補完性や代替性が存在する
ため，施策の効果がその実施順序に左右され
るという動的性質を有している場合がほと
んどである．そこで，近年では，バックキャ
スティング・アプローチに基づく施策の検討
が着目されている．バックキャスティング・
アプローチとは，削減目標を確実に達成可能，
かつ最適な施策シナリオを，将来の目標時点
から現在に向かって逆向きに導出する方法
である．	
 
	
 
２．研究の目的	
 
	
 本研究では，自動車からの CO2 排出削減目
標量のもとで，目標を達成するための具体的
な方策や対策について，バックキャスティン
グ・アプローチを動的最適化問題として定式
化し，施策の実施時期や期間，施策の程度を
検討できる長期 CO2 管理システムの開発を目
的とする．	
 
	
 
３．研究の方法	
 
（1）自動車保有・利用行動モデルの構築	
 
	
 世帯の自動車保有・利用行動は，どのよう
な車を保有し（購入段階），その車をどのよ
うに利用し（走行段階），いつ廃車・売却す
るか（維持段階）の 3段階に分類できる．こ
れら 3つの段階は，互いに密接に関連し合い，
ある行動変化が他の行動変化を引き起こす
可能性がある．	
 

	
 本研究では，「購入段階」，「維持段階」，お
よび「走行段階」を，それぞれを車種選択，
自動車走行距離，および買い替え・廃棄車齢
と対応させて，各段階における世帯行動を記
述できるモデル構築を行う．そして，構築し
たモデルを統合し，購入から廃車・売却に至
るまで一連の行動を総合的に分析できる統
合型自動車保有・利用行動モデルを開発する．
さらに，開発した統合型モデルを用いて，施
策実施による世帯の自動車保有・利用行動の
変化が，地域全体の自動車販売シェアや保有
シェアに及ぼす影響，および CO2 排出量に及
ぼす影響を明らかにする．	
 
	
 
（2）最適な CO2管理施策の導出	
 
	
 構築した統合型自動車保有・利用行動モデ
ルをサブモデルとして組み込んだ，CO2管理施
策立案モデルを，バックキャスティング・ア
プローチとして定式化し，その解を求めるこ
とによって，全世帯が保有する自動車からの
CO2排出量を，2020 年に 1990 年比で 25%削減
可能，かつ総施策実施費用が最小となる施策
シナリオを導出する方法論を提案する．	
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図 1	
 研究のフレームワーク	
 
	
 
４．研究成果	
 
（1）世帯の自動車購入段階の分析	
 
	
 自動車保有・利用行動における「購入段階」
では，世帯の車種選択行動に着目し，効用最
大化理論に基づく離散選択モデルを用いた行
動分析を行った．ここで，環境負荷削減のた
めの施策として，電気自動車に着目し，世帯
の車種選択行動メカニズムを分析するととも
に，電気自動車の普及要因を実証分析によっ
て明らかにした．	
 
	
 マーケティング分野において，電気自動車
のような消費者になじみが薄い商品を普及さ
せるためには，まずその商品の性能等の情報
を認知させ，消費者の興味を刺激し，商品を
購入したいという欲望を生み出し，購入時の
選択肢の1つとして考慮させる必要があると
言われている．また，新製品に関する情報収
集の動機や興味，欲望生成には，流行や口コ
ミなど他者の行動や評価が強く影響を及ぼす
ことが知られている．ロジャーズは，電気自
動車を始めとする新技術の社会への普及プロ
セスは，採用者と追従者との間でおこる直接



的な情報交換による同調効果に加えて，世論
や政策を通じて追従者に影響を及ぼす間接的
な社会的同調効果の影響が強いと考察してい
る．さらに，新製品購入者の中でも他者から
の影響の受けやすさや，財の選好特性が異な
る消費者が存在することも指摘されている．
新製品の購入に関するこれらの特徴は，選択
肢集合形成段階の存在，社会的同調効果，お
よび潜在的異質性と呼ばれる選択特性にそれ
ぞれ対応しており，これらを無視したモデル
を推定すると，パラメータ推定値にバイアス
が生じる可能性がある．	
 
	
 そこで，本研究ではマーケティング分野で
の新製品普及プロセスに関する概念を参考に，
電気自動車の購入に至るまでのプロセスを，
電気自動車を選択肢集合に含めるか否かを決
定する選択肢集合形成段階，その選択肢集合
の中から最も望ましい選択肢を選ぶ車種選択
段階の2段階に別けモデル構築を行った．そし
て，選択肢集合形成段階と車種選択段階の各
段階で，他者の行動結果が個人の選好に及ぼ
す社会的同調効果の影響を考慮した．さらに，
他者への同調行動の程度や選好特性が個人間
で異なる異質性を明示的に分析可能なモデル
構築を行った．	
 
	
 異なる条件のもとで，ガソリン自動車，ハ
イブリッド自動車，電気自動車のうち最も購
入したい自動車を質問した選好意識調査デー
タを用いて，構築したモデル推定を行った．
推定結果より，選択肢集合形成段階と車種選
択段階の両方において，社会全体での普及率
が高くなれば，個人の選択確率も高くなると
いう，社会的同調行動の存在が明らかとなっ
た．さらに，選好が異なる複数の消費者群の
特性を把握することができた．これらの結果
は，普及の初期段階で，強力な普及促進を行
うことによって，一部の消費者に電気自動車
保有を促せば，その後は社会的同調行動によ
って，普及率を高位均衡点にまで上昇させら
れることを示唆している．すなわち，大多数
の個人を対象とするのでなく，購入可能性が
高い層を適切に捉えることによって，効率的
な施策検討が可能となる．また，電気自動車
普及に関するシミュレーション結果から，車
両価格の減少などの経済的施策と同等以上の
効果が，自動車利用自粛運動への参加やエコ
ドライブの促進などによる環境意識の向上に
よっても得られることが明らかとなった．	
 
	
 
（2）世帯の自動車走行段階と維持段階の分析	
 
	
 自動車保有・利用行動における「走行段階」
と「維持段階」の分析には，それらを構成す
る日々の行動要素の時間的な集計結果として
観測される年間走行距離と買い替え・廃棄車
齢に着目し分析を行った．	
 
	
 各種政策の実施による自動車の走行費用と
維持費用の変化を考えると，これら費用の変
化は走行距離と買い替え・廃車時期のそれぞ
れに直接影響を及ぼすものと考えられる．さ
らに，走行費用の影響を受けた走行距離の変

化が買い替え・廃棄時期に及ぼす影響と，維
持費用の影響を受けた買い替え・廃棄時期が
走行距離に及ぼす影響の双方向の因果関係が
存在しうる．世帯はこのような双方向の因果
関係を同時に配慮して自動車の保有・利用に
関する意思決定を行うと考えられる．しかし，
既往研究における買い替え・廃車車齢を目的
変数，走行距離を説明変数としたモデルでは，
買い替え・廃車車齢と走行距離の因果関係を
単方向に固定しており，走行距離と買い替
え・廃棄車齢の相互依存性を取り扱うことが
できない．	
 
	
 本研究では，走行距離と買い替え・廃棄時
期の因果関係を仮定せずに，それらの相互依
存性を考慮するために年間走行距離と買い替
え・廃棄車齢の同時決定モデルを構築した．
分析に際して，年間走行距離と買い替え・廃
棄車齢の周辺分布に生存時間モデルを適用し，
変量間の相互依存性をコピュラ関数によって
表現した．	
 
	
 保有している自動車属性や利用実態を質問
したアンケート調査データを用いた実証分析
の結果，年間走行距離と買い替え・廃棄車齢
の相互依存性を表現するコピュラ・パラメー
タが負で有意な値となった．すなわち，年間
走行距離と買い替え・廃棄車齢の間には弱い
負の相関が存在することが明らかとなった．
これは買い替え・廃棄車齢が長い自動車は年
間走行距離が短く，買い替え・廃棄車齢が短
い自動車は年間走行距離が長い傾向を示す結
果であり，自動車の耐久性を考慮すると合理
的な結果である．	
 
	
 得られたモデル推定結果を用いて，自動車
関連税制の変更や石油価格の変化による走行
費用，および維持費用の増加を想定し，モデ
ルの感度分析を行った．分析の結果，自動車
排出ガス削減のための施策として，走行距離
削減の観点からは，年間総走行距離削減に直
接影響する走行費用の増加が有効であること
がわかった．また，自動車保有行動と利用行
動の相互依存性に着目することにより，走行
費用の変化が世帯の自動車保有行動に及ぼす
影響，および保有費用の変化が自動車利用行
動に及ぼす影響を同時に把握することができ
た．	
 
	
 
（3）統合型モデルの構築	
 
	
 「購入段階」の車種選択モデル，「走行段階」
と「維持段階」の年間走行距離と買い替え・
廃棄車齢の同時決定モデルを統合して，世帯
による自動車の購入から利用，買い替え・廃
棄に至るまでの一連の自動車保有・利用行動
を総合的に取り扱うことができる統合型モデ
ルシステムを構築した．同モデルでは，車種
選択モデルから算出される車種選択による期
待効用を，年間走行距離と買い替え・廃棄車
齢の同時決定モデルの共変量として導入する
ことにより，過去の自動車利用が「購入段階」
の車種選択選好に及ぼす影響と，自動車市場
の変化や自動車取得に関する税制改定等の



「購入段階」の変化が「利用段階」と「維持
段階」に及ぼす影響を同時に分析することが
できる．	
 
	
 アンケート調査結果を用いたモデル推計を
行った後，購入費用，走行費用，維持費用の
変化を想定し，世帯行動のシミュレーション
分析を行った．そして，施策実施による世帯
の自動車保有・利用行動の変化や，自動車販
売シェア，保有シェア，CO2排出量の変化を定
量的に明らかにし，提案モデルが自動車保
有・利用行動分析を行う上で有効な分析ツー
ルであることを検証した．	
 
	
 
（4）CO2管理施策設計問題の定式化	
 
	
 バックキャスティング・アプローチの考え
方を応用して，ハイブリッド自動車や電気自
動車などの低公害車の普及による長期 CO2 管
理システムの開発を行った．具体的には，CO2
管理施策立案モデルを動学的最適化問題と
して定式化し，施策目標を確実に達成可能，
かつ総施策実施費用が最小な施策シナリオ
を導出するシステムを開発した．	
 
	
 動学的最適化問題を解く主な手法として
は動的計画法がある．しかし，動的計画法の
代表的な例である資源配分問題の制約条件
は，各段に配分する資源量を設計変数として，
総資源量を制約条件とする．すなわち，全段
を通じた資源量が制約条件となる．一方，CO2
管理施策設計問題では，最終時点の CO2 排出
量のみが制約条件となる．ここで，各時点そ
れぞれの CO2 排出量に制約条件を設けること
は可能であるが，その場合，電気自動車の普
及に関するインフラ整備や社会的同調効果
などの状態依存効果，すなわち施策実施時点
以降の将来にわたって，先決した施策が後時
点の普及率に影響するという，本問題の特性
が表現できず，長期の施策を検討する意義が
失われてしまう．そのため，各時点に CO2 排
出量制約を設けた定式化は不適切と考えら
れる．	
 
	
 また，資源配分問題では，各段に配分した
資源量からその段での利得が直接得られる．
しかし，CO2管理施策設計問題においては，各
時点での CO2 削減必要量を設計変数とした場
合，施策実施費用と CO2 排出量の間には，世
帯の車種選択，販売シェア，保有シェアが介
在する．それらの逆関数演算は複雑なため，
ある時点の CO2 削減必要量から直ちにその時
点での施策実施費用を算出することは容易
ではない．	
 
	
 以上より本研究では，CO2管理施策設計問題
を，動的計画法の枠組みで定式化可能な組合
わせ最適化問題として定式化し，最終時点の
CO2排出量のみ制約条件とした．ただし，設定
した問題の最適解の導出を解析的に行うこ
とは容易でないため，本問題の性質を踏まえ
て，解法として遺伝的アルゴリズムを適用し
て最適解を求める方法論を開発した．	
 
	
 
	
 

（5）低公害車普及による最適な CO2管理施策	
 
	
 本研究では，中国地方の世帯属性の分布を
再現した約 400 万台（中国地方の保有自家用
乗用車数）に対して，CO2管理施策設計問題を
上述の遺伝的アルゴリズムを用いて解き，中
国地方での低公害車普及による最適な CO2 管
理施策の導出を行った．ここで，施策目標値
は，2020 年の CO2削減目標を 1990 年比 25%削
減と設定した．2010 年の国内全ての自家用乗
用車からの CO2 排出量の 1990 年比増加率
43.2%を基準とすると，1990 年比の削減目標
は，2010 年比に換算すると，47.6%に相当す
る．したがって，2020 年の CO2排出量は 2010
年比 47.6%削減を制約条件としてモデルに施
した．目標達成に用いる施策の種類は，電気
自動車の 1台当たりの購入補助金，および急
速充電器新規設置数の 2 種類とした．また，
2010 年から 2020 年までを想定期間とし，1
年間を 1 時点として，各時点での世帯の自動
車年間走行距離，および世帯の自動車買い替
え時期（買い替えスケジュール），そして買
い替えの際の車種選択行動は，統合型モデル
のパラメータ推計結果を用いてシミュレー
ションした．	
 
	
 提案した長期 CO2 管理システムによる分析
の結果，削減目標量を達成可能，かつ総施策
実施費用が最小となる時点別の電気自動車
補助金額，および急速充電器の新規設置数を
得ることができた．導出された施策では，電
気自動車 1台当たりの購入補助金額は，エコ
カー補助金制度で設定されていた補助金額
よりも小さい金額となった．また，経済産業
省が提示している「次世代自動車戦略」では，
2020 年の急速充電器累積設置台数の目標値
を全国で 5000 台としているが，本シミュレ
ーション分析の結果からは，現在の充電イン
フラ整備に対する投資方法では，自家用乗用
車部門での CO2 削減目標を達成できない可能
性があることが明らかとなった．	
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